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１ 収支の結果

 平成２９年度の普通会計の決算は、歳入が２２６億３千９７２万５千円で、

平成２８年度の１８４億９千３０万４千円に比べ、４１億４千９４２万１千円

の増、率にして２２．４％の増となっています。歳出の決算額は、２０９億５

４７万６千円で、平成２８年度の１６１億８千３５６万５千円に比べ、４７億 

２千１９１万１千円の増、率にして２９．２％の増となっています。 

＊普通会計とは、地方公共団体における地方公営事業会計（国民健康保険特別会計や下水

道特別会計など）以外の会計をひとまとめにしたものです。個々の地方公共団体の財政状況

を統一的に比較するため、統計上用いている会計区分です。大津町の場合は、一般会計と大

津町外四ヶ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計を合わせた会計になります。なお、国

保財政広域化支援基金からの借入金は、普通会計で取り扱うこととなっているため、この分

を含みます（H24～H28起債償還）。 

歳入総額から歳出総額を差引いた形式収支は、１７億３千４２４万９千円の

黒字となりました。形式収支から、翌年度に繰り越すべき財源５億６千３０４

万８千円を差引いた実質収支は、１１億７千１２０万１千円の黒字となってい

ます。実質収支は、当該年度の地方公共団体の純剰余又は純損失を意味します。

実質収支の赤字は、財政健全性維持のためには絶対に避けなければならず、ほ
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とんどの団体は黒字となっています。この実質収支から前年度の実質収支を差

引いたものが単年度収支で、平成２９年度は２億４千３８８万８千円の赤字と

なっています。

 実質収支の構成要素である歳出の中には、基金への積立や後年度の債務を繰

り上げて償還するといった実質的には黒字要素となるものがあり、また、歳入

の中には、過去に積立てた基金を取り崩すといった赤字的な要素が含まれてい

ます。そこでこういった要素を取り除いた場合に、単年度では収支が実質的に

どうなのかを表したものが実質単年度収支であります。大津町は、平成２９年

度は３億７３３万４千円の赤字となっています。これは、平成２８年度の実質

収支額が大きかったことが影響し、平成２９年度の単年度収支が２億４千３８

８万８千円の赤字となったことによるものです。

単位：千円 

区    分 ２９年度 ２８年度 ２７年度 

歳入総額                  （A） 22,639,725 18,490,304 13,957,383

歳出総額                  （B） 20,905,476 16,183,565 12,902,105 

歳入歳出差引（形式収支）

（A）－（B）                  （C）  1,734,249 2,306,739 1,055,278

翌年度に繰り越すべき財源   （D） 563,048 891,650  95,354

実質収支   

（C）－（D）                  （E） 1,171,201 1,415,089 959,924 

単年度収支                 （F） △243,888 455,165 397,227

積立金                    （G） 736,554 520,958 491,332

繰上償還                   （H） 0 0 0

積立金取崩し額              (Ⅰ） 800,000 790,000 780,000

実質単年度収支                （F）

+（G）+（H）－（Ⅰ）         （J） △307,334 186,123 108,559 
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２ 歳入の状況  

 大津町の収入の約２１．２％は、町民の皆さんや企業から納められた町税に

よるものです。 

町税総額は４７億９千７百万円で、昨年より７．１％増、３億１千８百万円

の増額となっています。内訳では、住民税の個人町民税は１4 億２千７百万円

で、０．８％の増、１千１百万円の増額となっています。法人町民税は、４億

１千２百万円で、２１．４％増、７千２百万円の増額となっています（半導体

製造業の増収や、熊本地震復旧事業による建設業の増収の影響）。固定資産税は

２５億４百万円で、１０．１％増、２億３千１百万円となっています（平成２

８年熊本地震による減免の終了や企業の設備投資増の影響）。 

自主財源は歳入全体の３９．７％、８９億８千９百万円となっています。前

年度比２４．１％（１７億４千６百万）の増で、要因としては、平成２８年度

からの繰越金が２３億７百万円（前年比１２億５千２百万円の増）と大きかっ

たことが影響したためです。 

依存財源は全体の６０．３％、１３６億５千１百万円となっています。前年

度比２１．４％（２４億３百万円）の増で、要因として、強い農業づくり交付

金など平成２８年熊本地震に係る繰越事業や社会資本整備総合交付金事業など

により、国庫支出金が２４．１％（８億１千３百万円）の増、県支出金が５２．

９％（１１億３千９百万円）の増、地方債が４５．０％（１０億４千９百万円）

の増となったことが影響しています。 
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３ 歳出の状況  

① 目的別決算  

 地方公共団体の経費を、その行政目的の使途によって分類したものを、目的

別分類と言います。 

議会費は議員報酬の増などにより７．７％（７百万円）の増、総務費は、平成

２８年熊本地震大津町復興基金を創設し、２億４千１百万円を積み立てたこと

や、財政調整基金積立が２億１千６百万円の増、庁舎建設基金積立が２億４千

１百万円の増などにより３５．９％（６億５千５百万円）の増となっています。

民生費は、熊本地震に伴う災害救助費の減などにより３．９％(２億１千万円)

の減となっています。衛生費は、災害廃棄物の処理や被災家屋の解体業務委託

が増大し、２７．３％（９億５百万円）の増となりました。労働費は、非常勤

報酬の減により５．４％の減、農林水産業費は、被災農業者向け経営体育成支

援事業補助金や強い農業づくり交付金などが影響し、１３８．５％（１２億２

千７百万円）の増となっています。商工費は、大津町工場等振興奨励基金積立

により３０５．４％（３億９千３百万円）、土木費は、あけぼの団地改修工事や

被災宅地復旧事業などにより６３．７％（５億７千５百万円）の増となってい

ます。消防費については、楽善地区防災備蓄倉庫建設工事などにより２６．１％

（１億１千２百万円）の増となっています。教育費は、運動公園多目的広場整

備工事などにより４７．２％（５億１千８百万円）の増となっています。災害

復旧費は、運動公園総合体育館災害復旧事業や大津町役場庁舎解体工事などに

より８３．０％（５億５千３百万円）の増となっています。 

2,476 

1,821 

2,297 

2,707 

1,884 

1,646 

1,619 

5,204 

5,414 

4,382 

4,377 

3,861 

3,632 

3,677 

4,221 

3,316 

906 

880 

839 

884 

892 

2,114 

887 

668 

370 

558 

547 

487 

1,478 

903 

1,434 

1,687 

1,611 

1,132 

1,600 

542 

430 

390 

387 

408 

364 

391 

1,614 

1,097 

1,117 

1,791 

1,386 

1,503 

2,507 

1,220 

667 

30 

29 

224 

272 

11 

1,406 

1,419 

1,405 

1,365 

1,377 

1,340 

1,276 

630 

230 

275 

246 

236 

228 

444 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

２９年度

２８年度

２７年度

２６年度

２５年度

２４年度

２３年度

百万円

総務費 民生費 衛生費 農林水産費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 その他



8

②性質別決算  

地方公共団体の経費を、経済的性質を基準として分類したものが、性質別分

類です。法令上またはその性質上支出を義務付けられている経費を義務的経費

（人件費、扶助費、公債費）、道路の整備や学校の建設など行政水準の向上に直

接寄与する経費、いわゆるハードの整備に要する経費を投資的経費（普通建設

事業費、災害復旧事業費）、それ以外の経費（物件費、補助費等、繰出金など）

に分類されます。義務的経費や経常的経費が歳出に占める割合が高くなれば財

政が硬直化し、健全性・弾力性が失われてくることになります。 

義務的経費は、全体で６５億６千４百万円、３．０％（１億９千３百万円）

の増となっています。このうち扶助費では施設型給付費・地域型保育給付費や、

障害児支援事業の増などにより、９．４％（２億８千５百万円）の増となって

います。公債費は1．０％（１千４百万円）の減となっています。人件費では、

職員給が熊本地震対応の時間外の減により 8．３％（９千２百万円）の減、退

職金が２．３％（４百万円）の減で、人件費全体で４．1％（７千８百万円）の

減となっています。投資的経費のうち、普通建設事業は、運動公園多目的広場

整備事業やあけぼの団地改修事業などにより、１２３．５％（９億６千７百万

円）増となり、災害復旧事業は、運動公園総合体育館災害復旧事業や大津町役

場庁舎解体工事などにより、８３．０％（５億５千３百万円）の増となりまし

た。投資的経費全体では１０４．９％（１５億２千万円）の増となっています。

その他の経費は、物件費が災害廃棄物処理や被災家屋解体業務の委託の増によ

り２６．０％（９億９千２百万円）の増、補助費が被災農業者向経営体育成支

援事業や強い農業づくり交付金により４４．６％（１１億３千１百万円）の増、

積立金が平成２８年熊本地震大津町復興基金２億４千１百万円、大津町工場等

振興奨励基金２億３千万円の増などにより１７０．０％（８億８千６百万円）

の増、全体では３６．０％（３０億８百万円）の増となっています。 
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４．町債と基金

① 町債の状況  

 町では、道路の建設や改良、学校や体育館の建設などの大きな事業を行うと

きに、一時的に多額の費用が必要になることから、町債を発行し、お金を借り

て事業を実施しています。町債は、返すときに町の財政を圧迫するという負の

側面がありますが、その一方で、町債の償還費用に後年度の税収入などを充て

るため、現役世代と将来便益を受けることになる後世代との負担の公正化を図

ることができるとういう利点もあります。しかし、町債の過剰な発行は、将来

の町民の皆さんに過重な負担を強いることにもなりますし、財政運営上も償還

経費が課題となり財政運営に支障が生じるため、町債の残高や公債費の状況を

注視しつつ町債を発行していく必要があります。 

平成２９年度末の町債残高は１５９億８千５百万円、前年度比２０億６千３

百万円の増額となっています。これは、災害廃棄物処理のための災害対策債を

１６億円借入したことや、熊本地震による公共施設復旧による増が大きな要因

です。なお、臨時財政対策債の平成２９年度末残高が６５億１千５百万円とな

り、町債残高の４０．８％を占めています。今後は更なる起債の抑制が必要で

あると考えます。 

※プライマリーバランス（基礎的財政収支） 

収入から町債の発行額を除き、支出から町債の元利償還金を除いた財政収

支のバランスのことをプライマリーバランス（基礎的財政収支）といいます。 

また、新地方公会計制度では、町債に関係する収入・支出以外に歳計現金

と同様に財政調整基金と減債基金の取り崩し（収入）・積立(支出)、前年度繰

越金(収入)を分析から除きます。このプライマリーバランスが零又は黒字なら、
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借金に頼らずに政策的経費の財源が確保されるということになります。現在

の政策的経費の財源を起債や基金に頼らず、現在の税収等によって財源を確

保するという財政秩序を守るための指標として、また、町の財政の中長期的

な持続可能性を確保するための指標としても非常に重要で、プライマリーバ

ランスの均衡を意識した財政運営をしていくことが大切であります。 

平成２９年度のプライマリーバランスは２６億１千５百万円の赤字となっ

ています。要因としては、災害対策債などの町債の発行額と、繰越金が大き

いためです。また、町債の発行額が大きかった平成２８年度の元金の償還は

平成３０年度から発生するため、平成２９年度は町債発行額に対して元利償

還金が少額であることから大幅な赤字となっています。 

521,342

-249,787

-870,664
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-529,032

574,428
319,382
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531,255
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0
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1,000,000

１９年度 ２１年度 ２３年度 ２５年度 ２７年度 ２９年度

千円 プライマリーバランス（基礎的財政収支）の状況

②基金の状況 

 基金とは、いわば町の「貯金」のようなもので、特定の目的のために積み立

てています。したがって、基金を取り崩すときは、その目的以外には使うこと

ができません。ただし、財政調整基金については、年度間の財源の偏りを調整

するために設置されている基金であり、その使途は限定されていないため、緊

急時や将来の財源不足に使うことができます。 

平成２９年度末の基金の総額は４８億７千５百万円で、前年度より４億６百

万円の増額となっています。財政調整基金は７億３千７百万円積立を行ったも

のの、財源不足に伴い８億円取り崩し、６千３百万円の減となっていますが、

平成２８年熊本地震大津町復興基金２億４千１百万円、工場等振興奨励基金２

億３千万円、庁舎建設基金２億円の積立を行ったことで、全体として増額とな

っています。
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５．財政指標・・・Ⅰ 

①経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す比率として使われるのが経常収支比率です。この

比率は、いわゆる自治体のエンゲル係数のようなもので、人件費や扶助費、

公債費などの経常的な経費に、町税、普通交付税、地方譲与税など経常的な

一般財源（使途を特定されていない財源）がどの程度充当されているかを示

す数値です。経常経費に充当した経常一般財源に残りが多いほど、道路の建

設などの臨時の財政需要（事業）に対して対応できることになり、これが財

政構造に弾力性があることになります。 

一般的には都市では８０％、町村では７５％程度が妥当とされています。

平成２８年度の８５．９％から平成２９年度は８７．０％と１．１％増加し

ています。分母となる経常一般財源等の総額は、普通交付税が１億６千２百

万円の減額となったものの、熊本地震による減免で減少していた地方税が３

億１千８百万円の増額となり、経常一般財源は２億３千万円の増となりまし

た。しかし、分子となる経常経費を充当した一般財源については扶助費や一

部事務組合への負担金の増が影響し、分子全体で２億７千８百万円の増額と

なっています。分母、分子ともに増額となりましたが、分子の増額の方が大

きかったため、経常収支比率が増加となりました。 
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②公債費比率 

公債費比率とは財政構造の弾力性を示す指標のひとつで、公債費（町債の

元利償還金）に充てられる一般財源の額が標準税収入額等（地方公共団体の

標準的な状態で通常収入されるとする一般財源の総額）に占める割合を表す

比率です。通常この比率が１０％を超えないことが望ましいとされています。 

平成２９年度は、分母である標準税収入額の増により、公債費比率は１０．

２％（前年度比１．０％減）となっています。 

③公債費負担比率 

公債費負担比率は、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に占める

割合を表す比率です。率が高いほど一般財源の使途の自由度を制約すること

になり、財政運営の硬直性の高まりを示すことになります。１５％以下が望

ましいといわれています。平成２８年度は１２．７％でしたが、一般財源等

総額（地方税、繰越金）の増により、平成２９年度は１２．４％となってい

ます。 
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④財政力指数

普通交付税算定の際に用いる基準財政需要額（地方公共団体が合理的かつ妥

当な水準において行政を行った場合に必要とする一般財源）に対して基準財政

収入額（標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等）がどれだけあるか

を示すものです。平成１７年度から４年間続けて不交付団体になりましたが、

平成２１年度からは経済不況の影響をうけ、法人税が大きく減収となり、普通

交付税の交付団体となりました。平成２９年度の財政力指数は単年度で０．７

５０となり、３年間の平均値は０．７１９となりました。 
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６．財政指標・・・Ⅱ 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律(財政健全化法)が公布され、平成２

０年度（平成１９年度決算の数値）から、４つの指標・・・・実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債比率、将来負担比率について算定をし、公表する

ことになりました。 

 また、公営企業については資金不足比率を公表することとしています。 

それぞれの指数に応じて、早期健全化計画の策定を求めて、自主的な改善努

力による早期健全化基準の段階と、財政再生計画の策定をし、国等の関与に確

実な再生を図る財政再生基準の二つの段階に分かれています。前年度決算に基

づく指標の公表と、それぞれの基準を上回った場合は財政計画等の策定が義務

付けられるものであります。 

① 実質赤字比率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率をいいます。

早期健全化基準は、市町村は財政規模に応じ１１．２５～１５％、都道府県

は３．７５％で、財政再生基準については、市町村は２０％、都道府県は５％

となっています。大津町は実質黒字となっています。 

② 連結実質赤字比率 

  全会計を対象とした実質赤字(又は資金の不足額)の標準財政規模に対する

比率をいいます。 

早期健全化基準は、市町村は財政規模に応じ１６．２５～２０％、都道府

県は８．７５％で、財政再生基準については、経過的な基準により市町村は

３０％、都道府県は１５％となっています。連結比率についても全会計実質

黒字となっています。 

③ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金（一般会計等から特別

会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるものや一部事

務組合への負担金や補助金のうち組合が起こした地方債の償還財源に充てた

と認められるもの）の標準財政規模に対する比率です。 

早期健全化基準は、市町村・都道府県とも現行の地方債協議・許可制度に

おいて一般単独事業の許可が制限される基準とされている２５％で、財政再

生基準については、市町村・都道府県とも現行で公共事業等の許可が制限さ

れている基準とされている３５％となっています。平成２９年度は実質公債

費比率１１．３％となっています。 
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④ 将来負担比率 

 一般会計等が地方債残高のほか将来負担すべき実質的な負担額の標準財政

規模に対する比率です。 

  市町村３５０％、都道府県・政令市４００％が早期健全化の基準です。一

般会計に加えて、公営企業等への繰入見込額や広域連合への負担見込額、退

職手当の負担見込み額を将来負担すべき負債として算出されます。 

  平成２９年度は、将来負担比率はありません。 

⑤ 資金不足比率 

  公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率です。 

２０％が公営企業ごとの早期健全化基準となっています。大津町は公共下

水道、農業集落排水、工業用水道の各会計とも資金不足額はありません。 

実質赤字比率 

① 

連結実質赤字比率

② 

実質公債費比率

③ 

将来負担比率 

④ 

資金不足比率 

⑤ 

―

（１３．９０）

―

（１８．９０） 

１１．３ 

（２５．０） 

－ 

（３５０．０） 

―

＊カッコ内は大津町の早期健全化基準です。表示単位未満は四捨五入しています。 
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７ 各種指標の比較 ※大津町以外は2８年度指標 

実質収支比率

経常収支 

比率 

実質公債費 

比率 

公債費負担

比率 

将来負担 

比率 財政力指数

大津町 15.7 87.0 11.3 12.4 - 0.719

菊陽町 7.5 85.4 9.2 12.5 10.2 0.92

益城町 10.5 96.3 7.7 8.0 30.2 0.56

合志市 7.6 96.1 4.2 10.8 - 0.64

菊池市 0.0 97.0 8.3 16.0 - 0.43

熊本市 3.2 92.4 9.3 15.1 124.0 0.72

県町村平均 9.7 88.6 7.5 12.2 46.9 0.32

全国町村平均 7.4 86.1 7.5 13.1 56.9 0.39

類似団体 6.6 86.3 6.6 11.5 15.5 0.68
実質収支の額

の適否を判断

する指標であ

り、標準財政

規模に対する

実質収支額の

割合で示され

る。実質収支

が黒字の場合

は正の数、赤

字の場合は負

の数で表され

る。 

財政構造の

弾力性を判

断する指標

であり、比率

が低いほど

弾力性が大

きいことを

示す。すなわ

ち、人件費・

扶助費・公債

費等の経常

的経費に地

方税・普通交

付税等を中

心とする経

常的一般財

源がどの程

度充当され

ているかを

表す比率で

ある。市町村

では７５％

を上回らな

いことが望

ましいとさ

れる。 

起債制限に

替わり、地方

債の許可制

限に係る指

標として地

方債許可方

針に規定さ

れたもので

ある。過去 

３ヵ年の平

均値で示す

指数である。

特別会計へ

の地方債負

担を含む。１

８％を超え

ると許可制

となる。２

５％以上の

団体は単独

事業の起債

が制限され、

さらに３

５％以上は

公共事業債

も制限され

る。 

公債費負担

比率は、財政

構造の弾力

性を判断す

る指標であ

り、公債費に

充当された

一般財源の

一般財源総

額に占める

割合を表す

比率である。

率が高いほ

ど、財政運営

の硬直生の

高まりを示

す。公債費に

は、繰上償還

や一時借入

金利子に係

るものも含

まれる。 

一般会計等

が地方債残

高のほか将

来負担すべ

き実質的な

負債の標準

財政規模に

対する比率

です。市町村

３５０％、都

道府県・政令

市４００％

が早期健全

化の基準で

す。 

当該団体の

財政力（体

力）を示す指

数であり、指

数が高いほ

ど財源に余

裕があるも

のとされて

いる。基準財

政収入額を

基準財政需

要額で除し

て得た数値

の過去 ３ヵ

年の平均値

で示す指数

である。  

市町村の類型 

類型は、市町村の様態を決定する要素のうちで最もその度合が強く、

しかも容易、かつ、客観的に把握できる「人口」と「産業構造」より

設定している。大津町は町村を５種類に分けた中のⅤ（人口２０，０

００人以上）の１（産業構造の第２次・３次 80％以上で、かつ３次

60％未満）に分類される。該当自治体数 49 団体（Ⅴ-1）。 


